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１．令和８年度一般会計当初予算（案）概要

□主な歳入の状況

□主な歳出の状況

□令和８年度当初見込基金残高（現金ベース）・市債残高

（単位：千円）

項　　目 歳　　入 歳　　出

令和８年度当初予算額（A) 39,411,226 39,411,226

・市税は、個人市民税を約2億7,000万円の増、法人市民税を約1億3,000万円の増などにより、
全体で約4億8,000万円の増（+4.0％）と見込んだ。

令和７年度当初予算額（B) 37,825,866 37,825,866

増減額（C)　（A)－（B) 1,585,360 1,585,360

増減率　（C)／（B) 4.2 ％ 4.2 ％

（単位：千円，％）

・地方交付税は、令和7年度決算見込額及び地方財政計画の動向等を踏まえ、普通交付税を
約8億円の増（+17.0％)と見込んだ。

・株式等譲渡所得割交付金は、約5,400万円の増（+60.0％）と見込んだ。

・地方消費税交付金は、約2億9,000万円の増（+15.8％）と見込んだ。

・国庫支出金は、就学前教育・保育施設整備交付金、教育用パソコン整備費補助金の減など
により、全体で約5億1,000万円の減（▲5.7％）と見込んだ。

・府支出金は、給食費負担軽減交付金、施設型給付費負担金の増などにより、全体で約4億円
の増（+14.3％）と見込んだ。

・市債は、小学校整備事業債、消防施設整備事業債の増などにより、約24億2,000万円と見込
んだ。

・人件費は、正規職員分として約5億円の増（+12.7％）、会計年度任用職員分として約1億円の
増（+7.6％）などにより、全体で約5億7,000万円の増（+10.1％）とした。

・扶助費は、施設型給付費や生活保護費、障がい者総合給付費の増などにより、約8億3,000
万円の増（+7.0％）とした。

・物件費は、児童生徒1人1台端末更新整備費、地域ポイント事業費の減などにより、全体で約
4億1,000万円の減（▲6.8％）とした。

・補助費等は、定額減税調整交付金、下水道事業会計繰出金の減などにより、全体で約2億円
の減（▲4.1％）とした。

・投資的経費は、小学校施設整備事業、二田・寿市営住宅整備事業の増などにより、約32億
7,000万円とした。

基金残高 6,203,527 5,944,212 259,315 4.4

令和８年度当初予算 令和７年度当初予算 増減額 増減率

市債残高 30,187,859 29,570,544 617,315 2.1
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２．会 計 別 予 算 案 の 概 要
（単位：千円）

８ 年 度
予 算 額

（Ａ）

７ 年 度
予 算 額

（B）

増減額
(Ａ)－(Ｂ)

増減率
(％)

議員人件費 181,617 / 182,771 （ ▲ 1,154 ）

職員人件費（特別職・幼稚園教諭を含む） 4,319,320 / 3,968,902 （ 350,418 ）

退職手当（特別職を含む） 313,605 / 158,300 （ 155,305 ）

小学校施設整備事業 1,647,354 / 7,110 （ 1,640,244 ）

二田・寿市営住宅整備事業 580,678 / 91,048 （ 489,630 ）

子どものための教育・保育給付事業 1,923,890 / 1,480,470 （ 443,420 ）

生活保護事業 3,314,620 / 3,046,570 （ 268,050 ）

障がい者総合支援給付事業 4,009,496 / 3,774,424 （ 235,072 ）

泉北環境整備施設組合負担金事業 649,793 / 529,170 （ 120,623 ）

病院事業会計繰出金事業 1,314,090 / 1,207,460 （ 106,630 ）

長期債元金償還事業 2,264,213 / 2,172,247 （ 91,966 ）

民間認定こども園等運営補助事業 237,850 / 154,215 （ 83,635 ）

小学校給食事業 468,483 / 404,427 （ 64,056 ）

長期債利子償還事業 287,785 / 226,187 （ 61,598 ）

後期高齢者医療特別会計繰出金事業 379,820 / 324,572 （ 55,248 ）

大阪府知事選挙及び大阪府議会議員選挙事業 40,828 / 0 （ 40,828 ）

国勢調査事業 0 / 78,326 （ ▲ 78,326 ）

電算処理事業 151,055 / 229,612 （ ▲ 78,557 ）

水路改修事業 42,099 / 128,969 （ ▲ 86,870 ）

文化財保存事業 7,785 / 104,626 （ ▲ 96,841 ）

下水道事業会計繰出金事業 1,171,736 / 1,288,251 （ ▲ 116,515 ）

産業振興対策事業 46,474 / 180,688 （ ▲ 134,214 ）

児童手当支給事業 1,529,328 / 1,667,855 （ ▲ 138,527 ）

庁舎施設整備事業 153,511 / 313,162 （ ▲ 159,651 ）

情報環境整備事業 134,257 / 499,946 （ ▲ 365,689 ）

定額減税事業 0 / 376,729 （ ▲ 376,729 ）

市営住宅施設整備事業 7,790 / 498,364 （ ▲ 490,574 ）

民間認定こども園等施設整備助成事業 0 / 675,032 （ ▲ 675,032 )

203,085 206,386 ▲ 3,301 ▲ 1.6 公債費 203,085 / 206,386 （ ▲ 3,301 ）

総務費 168,877 / 154,951 （ 13,926 ）

国民健康保険事業費納付金 1,987,498 / 2,027,904 （ ▲ 40,406 ）

保険給付費 5,136,569 / 5,271,600 （ ▲ 135,031 ）

地域支援事業費 353,522 / 361,692 （ ▲ 8,170 ）

総務費 202,424 / 225,742 （ ▲ 23,318 ）

保険給付費 6,809,473 / 6,882,703 （ ▲ 73,230 ）

後期高齢者医療広域連合納付金 1,452,764 / 1,197,124 （ 255,640 ）

総務費 55,189 / 45,175 （ 10,014 ）

配水管整備費 642,302 / 585,438 （ 56,864 ）

営業設備費 40,318 / 13,623 （ 26,695 ）

施設整備費 232,991 / 210,000 （ 22,991 ）

堺泉北港水道施設費 0 / 82,060 （ ▲ 82,060 ）

管渠整備費 561,653 / 484,950 （ 76,703 ）

減価償却費 445,688 / 395,331 （ 50,357 ）

ポンプ場費 238,566 / 208,266 （ 30,300 ）

ポンプ場整備費 377,000 / 487,000 （ ▲ 110,000 ）

企業債償還金 1,516,160 / 1,631,897 （ ▲ 115,737 ）

建設改良費 111,160 / 267,909 （ ▲ 156,749 ）

材料費 383,980 / 576,787 （ ▲ 192,807 ）

給与費 1,813,813 / 2,026,511 （ ▲ 212,698 ）

経費 1,347,262 / 1,591,692 （ ▲ 244,430 ）

69,936,629 68,898,505 1,038,124 1.5

特 別 会 計 16,515,519 16,524,911 ▲ 9,392 ▲ 0.1

企 業 会 計 14,009,884 14,547,728 ▲ 537,844 ▲ 3.7

＊ 水道事業・下水道事業・病院事業会計の予算額は、収益的支出額及び資本的支出額の合計である。

全 会 計 合 計

病 院 事 業 会 計 5,851,589 6,314,210 ▲ 462,621 ▲ 7.3

下 水 道 事 業 会 計 5,283,273 5,353,054 ▲ 69,781 ▲ 1.3

水 道 事 業 会 計 2,875,022 2,880,464 ▲ 5,442 ▲ 0.2

21.4

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

7,389,698 7,493,442 ▲ 103,744 ▲ 1.4

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

1,516,145 1,249,148 266,997

国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

7,406,591 7,575,935 ▲ 169,344 ▲ 2.2

土 地 取 得 事 業
特 別 会 計

区分
増 減 額 の 主 な 内 容
 ８年度/７年度（増減額）

一 般 会 計 39,411,226 37,825,866 1,585,360 4.2
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３．一 般 会 計 歳 入 予 算 の 状 況
（単位：千円）

８ 年  度
予  算  額
大（Ａ）阪

７  年  度
予  算  額
大（B）阪

増減額
(Ａ)－(Ｂ)

増減率
(％)

個人市民税        4,400,307 / 4,128,589 ( 271,718 )

法人市民税         928,642 / 799,973 ( 128,669 )

固定資産税（国有資産等交付金を含む）       5,405,445 / 5,325,484 ( 79,961 )

都市計画税         1,004,179 / 1,001,609 ( 2,570 )

市たばこ税 639,695 / 639,695 ( 0 )

軽自動車税 131,368 / 135,919 （ ▲ 4,551 )

自動車重量譲与税 97,000 / 95,000 ( 2,000 )

特別とん譲与税 57,000 / 60,000 ( ▲ 3,000 )

地方揮発油譲与税 27,000 / 32,000 ( ▲ 5,000 )

49,000 40,000 9,000 22.5

120,000 90,000 30,000 33.3

243,000 220,000 23,000 10.5

社会保障財源交付金 1,207,000 / 1,025,000 ( 182,000 )

地方消費税交付金 878,000 / 775,000 ( 103,000 )

4,000 32,000 ▲ 28,000 ▲ 87.5

自動車税減収補填特例交付金 30,000 / 0 ( 30,000 )

住宅借入金等特別税額控除減収補填特例交付金 70,000 / 70,000 ( 0 )

5,774,000 4,970,000 804,000 16.2

普 通 交 付 税 5,500,000 4,700,000 800,000 17.0

特 別 交 付 税 274,000 270,000 4,000 1.5

保育所費負担金（現年度分・滞納繰越分） 58,030 / 54,538 （ 3,492 ）

市営住宅共益費負担金（現年度分・滞納繰越分） 2,925 / 3,232 （ ▲ 307 ）

火葬使用料 33,353 / 25,951 ( 7,402 )

一般家庭ごみ収集手数料(地域環境基金活用事業) 80,700 / 87,375 ( ▲ 6,675 )

学校施設環境改善交付金 254,114 / 0 ( 254,114 )

施設型給付費負担金 1,016,459 / 780,580 ( 235,879 )

生活保護費負担金 2,485,965 / 2,284,927 ( 201,038 )

史跡等総合活用整備事業費補助金 0 / 50,704 ( ▲ 50,704 )

児童手当負担金 1,245,493 / 1,355,072 ( ▲ 109,579 )

教育用パソコン整備費補助金 0 / 202,179 ( ▲ 202,179 )

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 86,850 / 513,762 ( ▲ 426,912 )

就学前教育・保育施設整備交付金 0 / 450,020 ( ▲ 450,020 )

給食費負担軽減交付金 188,474 / 0 ( 188,474 )

施設型給付費負担金 425,796 / 329,069 ( 96,727 )

障がい者総合支援負担金 963,724 / 909,125 ( 54,599 )

大阪府知事選挙及び大阪府議会議員選挙委託金 40,828 / 0 ( 40,828 )

後期高齢者医療保険基盤安定負担金 240,259 / 206,702 ( 33,557 )

大阪府子ども・子育て支援交付金 99,095 / 75,126 ( 23,969 )

国勢調査委託金 0 / 78,326 ( ▲ 78,326 )

テクスピア大阪施設貸付収入 73,741 / 77,162 ( ▲ 3,421 )

不用物品売払収入 10 / 27,510 ( ▲ 27,500 )

1,032,010 1,032,010 0 　　－ ふるさと応援寄附金 1,000,000 / 1,000,000 ( 0 )

深喜人材育成基金繰入金 10,190 / 3,395 ( 6,795 )

財政調整基金繰入金 966,902 / 1,076,925 ( ▲ 110,023 )

ふるさと応援基金繰入金 497,047 / 746,467 ( ▲ 249,420 )

1,000 1,000 0 　　－

789,830 1,276,121 ▲ 486,291 ▲ 38.1

収 益 事 業 収 入 250,000 380,000 ▲ 130,000 ▲ 34.2 大阪府都市ボートレース企業団配分金

貸付金元利収入 1,291 1,281 10 0.8

介護予防事業交付金 70,000 / 75,248 ( ▲ 5,248 )

給食費 125,562 / 270,315 ( ▲ 144,753 )

デジタル基盤改革支援補助金 13,608 / 225,199 ( ▲ 211,591 )

2,418,400 1,528,400 890,000 58.2

臨時財政対策債 0 0 0 　　－

小学校整備事業債 1,384,400 / 0 ( 1,384,400 )

消防施設整備事業債 58,200 / 5,100 ( 53,100 )

文化財保護事業債 0 / 50,600 ( ▲ 50,600 )

都市排水路整備事業債 9,500 / 113,100 ( ▲ 103,600 )

庁舎整備事業債 146,500 / 300,000 ( ▲ 153,500 )

認定こども園整備事業債 0 / 223,900 ( ▲ 223,900 )

39,411,226 37,825,866 1,585,360 4.2

８. 環 境 性 能 割 交 付 金

９.

60.0

６. 法 人 事 業 税 交 付 金

７.
地 方 消 費 税
交 付 金

2,085,000 1,800,000 285,000 15.8

地 方 特 例 交 付 金 113,667 73,500 40,167 54.6

３. 利 子 割 交 付 金

４. 配 当 割 交 付 金

５.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

144,000 90,000 54,000

増減額の主な内容
　８年度/７年度（増減額）

１. 市 税 12,509,636 12,031,269 478,367 4.0

２. 地 方 譲 与 税 189,500 195,504 ▲ 6,004 ▲ 3.1

区 分

▲ 5.7

15.

10. 地 方 交 付 税

(１)

(２)

11.
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

10,000 10,000 0 　　－

12.
分 担 金 及 び
負 担 金

61,349 58,169 3,180 5.5

13.
使 用 料 及 び
手 数 料

310,631 306,523 4,108 1.3

14. 国 庫 支 出 金 8,490,930 9,005,643

391,788 14.3

1,797,532 2,168,654

府 支 出 金 3,140,400 2,748,612

17. 寄 附 金

18. 繰 入 金 ▲ 371,122 ▲ 17.1

16. 財 産 収 入 127,341 148,461 ▲ 21,120 ▲ 14.2

▲ 514,713

(２)

(３) そ の 他 538,539 894,840

19. 繰 越 金

20. 諸 収 入

(１)

▲ 356,301 ▲ 39.8

21. 市 債

58.2

歳 入 合 計

(１)

(２) 事 業 債 2,418,400 1,528,400 890,000
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４．市 税 収 入 の 状 況 （単位：千円, ％）

比較増減 増減率

調定額 収入額(A) 徴収率 調定額 収入額(B) 徴収率 (C)=(A)-(B) (C)/(B)

１． 5,389,046 5,293,924 98.2 4,978,163 4,890,177 98.2 403,747 8.3 74,479 円

(1) 4,447,514 4,367,458 98.2 4,166,530 4,091,531 98.2 275,927 6.7 61,467

均 等 割 110,400 108,412 98.2 110,400 108,412 98.2 0 0.0 1,526

所 得 割 4,337,114 4,259,046 98.2 4,056,130 3,983,119 98.2 275,927 6.9 59,941

(2) 941,532 926,466 98.4 811,633 798,646 98.4 127,820 16.0 13,012

均 等 割 290,148 285,505 98.4 292,248 287,572 98.4 ▲ 2,067 ▲ 0.7 4,010

法 人 税 割 651,384 640,961 98.4 519,385 511,074 98.4 129,887 25.4 9,002

２． 5,451,086 5,387,340 98.8 5,369,161 5,306,563 98.8 80,777 1.5 75,338

(1) 1,901,713 1,876,990 98.7 1,903,264 1,878,521 98.7 ▲ 1,531 ▲ 0.1 26,283

(2) 2,239,238 2,210,127 98.7 2,190,689 2,162,210 98.7 47,917 2.2 30,948

(3) 762,456 752,544 98.7 721,208 711,832 98.7 40,712 5.7 10,538

(4) 547,679 547,679 100.0 554,000 554,000 100.0 ▲ 6,321 ▲ 1.1 7,569

３． 134,368 129,262 96.2 138,628 133,740 96.5 ▲ 4,478 ▲ 3.3 1,857

(1) 0 0 　　－ 10,000 10,000 100.0 ▲ 10,000 ▲ 100.0 0

(2) 134,368 129,262 96.2 128,628 123,740 96.2 5,522 4.5 1,857

４． 639,695 639,695 100.0 639,695 639,695 100.0 0 0.0 8,841

５． 1,013,607 1,000,430 98.7 1,010,789 997,648 98.7 2,782 0.3 14,009

12,627,802 12,450,651 98.6 12,136,436 11,967,823 98.6 482,828 4.0 174,524

112,661 35,025 31.1 191,028 38,385 20.1 ▲ 3,360 ▲ 8.8 1,557

48,672 18,105 37.2 50,864 18,921 37.2 ▲ 816 ▲ 4.3 673

7,418 2,106 28.4 7,675 2,179 28.4 ▲ 73 ▲ 3.4 103

10,078 3,749 37.2 10,648 3,961 37.2 ▲ 212 ▲ 5.4 139

178,829 58,985 33.0 260,215 63,446 24.4 ▲ 4,461 ▲ 7.0 2,472

12,806,631 12,509,636 97.7 12,396,651 12,031,269 97.1 478,367 4.0 176,996

個 人 分

区 分
令　　和　　８　　年　　度 令　　和　　７　　年　　度 令 和 ８ 年 度 調 定

額 の 市 民 一 人
あ た り 負 担 額

市 民 税

環 境 性 能 割

ア

イ

法 人 分

ア

イ

固 定 資 産 税

土 地

家 屋

償 却 資 産

交 付 金

軽 自 動 車 税

合 計

種 別 割

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

小 計

滞

納

繰

越

分

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

都 市 計 画 税

小 計

市民税

（個人分）

34.9%

市民税

（法人分）

7.4%

固定資産税

43.1%

軽自動車税

1.0%

市たばこ税

5.1%

都市計画税

8.0%
滞納繰越分

0.5%

Ｒ８.１.１現在 72,356人
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５．一 般 会 計（ 目 的 別 ）歳 出 予 算 の 状 況
（単位：千円）

増減率(%)
議員人件費 181,617 / 182,771 ( ▲ 1,154 )

職員人件費 57,730 / 53,059 ( 4,671 )

議会調査研究事業 8,671 / 7,901 ( 770 )

職員人件費（特別職を含む） 1,156,057 / 1,020,115 ( 135,942 )

退職手当（特別職を含む） 287,441 / 158,300 ( 129,141 )

大阪府知事選挙及び大阪府議会議員選挙事業 40,828 / 0 ( 40,828 )

庁内ラン整備事業 78,601 / 61,668 ( 16,933 )

個人市・府民税賦課事務事業 90,861 / 75,274 ( 15,587 )

大阪・関西万博事業 754 / 60,142 ( ▲ 59,388 )

戸籍事務事業 25,961 / 80,415 ( ▲ 54,454 )

国勢調査事業 0 / 78,326 ( ▲ 78,326 )

電算処理事業 151,055 / 229,612 ( ▲ 78,557 )

庁舎施設整備事業 153,511 / 313,162 ( ▲ 159,651 )

定額減税事業 0 / 376,729 ( ▲ 376,729 )

職員人件費 1,241,600 / 1,099,269 ( 142,331 )

子どものための教育・保育給付事業 1,923,890 / 1,480,470 ( 443,420 )

生活保護事業 3,314,620 / 3,046,570 ( 268,050 )

障がい者総合支援給付事業 4,009,496 / 3,774,424 ( 235,072 )

民間認定こども園等運営補助事業 237,850 / 154,215 ( 83,635 )

後期高齢者医療特別会計繰出金事業 379,820 / 324,572 ( 55,248 )

保育教諭等配置事業 305,255 / 253,781 ( 51,474 )

認定こども園運営事業 136,264 / 109,446 ( 26,818 )

児童手当支給事業 1,529,328 / 1,667,855 ( ▲ 138,527 )

民間認定こども園等施設整備助成事業 0 / 675,032 ( ▲ 675,032 )

職員人件費 228,832 / 241,833 ( ▲ 13,001 )

泉北環境整備施設組合負担金事業 649,793 / 529,170 ( 120,623 )

病院事業会計繰出金事業 1,314,090 / 1,207,460 ( 106,630 )

予防接種健康被害給付費支援事業 58,497 / 19,272 ( 39,225 )

保健センター維持管理事業 12,373 / 20,074 ( ▲ 7,701 )

新型コロナワクチン副反応等対策事業 7,885 / 21,802 ( ▲ 13,917 )

一般家庭ごみ減量化推進事業(地域環境基金活用事業) 44,506 / 58,955 ( ▲ 14,449 )

予防接種事業 236,769 / 290,434 ( ▲ 53,665 )

職員人件費 21,097 / 19,010 ( 2,087 )

農業委員会運営事業 4,259 / 5,010 ( ▲ 751 )

職員人件費 38,306 / 35,426 ( 2,880 )

産業振興対策事業 46,474 / 180,688 ( ▲ 134,214 )

職員人件費 280,536 / 297,604 ( ▲ 17,068 )

二田・寿市営住宅整備事業 580,678 / 91,048 ( 489,630 )

公園施設整備事業 203,690 / 244,343 ( ▲ 40,653 )

自転車ネットワーク整備事業 47 / 42,491 ( ▲ 42,444 )

水路改修事業 42,099 / 128,969 ( ▲ 86,870 )

下水道事業会計繰出金事業 1,171,736 / 1,288,251 ( ▲ 116,515 )

市営住宅施設整備事業 7,790 / 498,364 ( ▲ 490,574 )

職員人件費 774,088 / 678,985 ( 95,103 )

消防施設整備事業 44,021 / 10,027 ( 33,994 )

通信設備管理事業 31,820 / 15,278 ( 16,542 )

職員人件費（特別職・幼稚園教諭を含む） 547,238 / 523,601 ( 23,637 )

小学校施設整備事業 1,647,354 / 7,110 ( 1,640,244 )

留守家庭児童会管理運営事業 251,293 / 184,402 ( 66,891 )

小学校給食事業 468,483 / 404,427 ( 64,056 )

中学校維持管理事業 82,475 / 48,911 ( 33,564 )

臨時教員等配置事業 64,122 / 36,894 ( 27,228 )

小学校維持管理事業 202,788 / 180,042 ( 22,746 )

介助員配置事業 132,928 / 111,065 ( 21,863 )

中学校施設整備事業 19,665 / 0 ( 19,665 )

図書館運営事業 105,427 / 87,983 ( 17,444 )

英語教育推進事業 74,819 / 59,321 ( 15,498 )

文化財保存事業 7,785 / 104,626 ( ▲ 96,841 )

情報環境整備事業 134,257 / 499,946 ( ▲ 365,689 )

長期債元金 2,264,213 / 2,172,247 ( 91,966 )

長期債利子 287,785 / 226,187 ( 61,598 )

会計年度任用職員等共済負担金事業 274,686 / 220,537 ( 54,149 )

水道事業会計繰出金事業 11,619 / 11,696 ( ▲ 77 )

墓地組合分賦金事業 8,840 / 10,619 ( ▲ 1,779 )

土地取得事業特別会計繰出金事業 203,085 / 206,386 ( ▲ 3,301 )

39,411,226 37,825,866 1,585,360 4.2歳 出 合 計

12. 予 備 費 35,000 35,000 0 　　－

11. 諸 支 出 金 498,230 449,238 48,992 10.9

10. 公 債 費 2,571,998 2,410,434 161,564 6.7

41.9

８. 消 防 費 939,446 783,511 155,935 19.9

９. 教 育 費 4,897,890 3,451,040 1,446,850

2.6３.

▲ 8.4

６. 商 工 費 126,758 260,495 ▲ 133,737 ▲ 51.3

７. 土 木 費 3,370,020 3,678,813 ▲ 308,793

6.8

４. 衛 生 費 3,818,458 3,611,299 207,159 5.7

５. 農 林 水 産 業 費 29,616 27,737 1,879

265,387 260,910 4,477

18,047,823 462,586

 増減額(A)-(B)  増減の主な内容  ８年度/７年度（増減額）

民 生 費 18,510,409

区 分  ８年度当初（Ａ）  ７年度当初（B）

1.7

２. 総 務 費 4,348,014 4,809,566 ▲ 461,552 ▲ 9.6

１. 議 会 費
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６． 一 般 会 計（ 性 質 別 ）歳 出 予 算 の 状 況
（単位：千円）

増減率(%)

議員報酬・期末手当[16人/16人（±０人）] 155,220 / 154,156 ( 1,064 )

委員等報酬 52,105 94,472 ( ▲ 42,367 )

嘱託報酬 6,000 / 6,000 ( 0 )

5,915,766 5,310,363 605,403 11.4

給料 1,916,049 / 1,827,465 ( 88,584 )

地域手当 207,416 / 117,939 ( 89,477 )

退職手当 313,605 / 83,300 ( 230,305 )

共済費 749,840 / 665,953 ( 83,887 )

給料 33,602 / 29,930 ( 3,672 )

報酬 887,680 / 851,988 ( 35,692 )

共済費 246,610 / 211,722 ( 34,888 )

給料 26,124 / 28,560 ( ▲ 2,436 )

地域手当 2,856 / 1,714 ( 1,142 )

子どものための教育・保育給付事業 1,923,890 / 1,480,470 ( 443,420 )

生活保護事業 3,314,620 / 3,046,570 ( 268,050 )

障がい者総合支援給付事業 3,995,442 / 3,765,788 ( 229,654 )

児童手当支給事業 1,529,040 / 1,667,620 ( ▲ 138,580 )

３. 2,571,998 2,410,434 161,564 6.7

長期債元金 2,264,213 / 2,172,247 ( 91,966 )

長期債利子 287,785 / 226,187 ( 61,598 )

21,469,610 19,910,688 1,558,922 7.8
光熱水費 233,422 / 198,722 ( 34,700 )

留守家庭児童会管理運営事業 251,273 / 56,487 ( 194,786 )

小学校給食事業 468,483 / 404,427 ( 64,056 )

弥生学習館管理運営事業 43,603 / 10,746 ( 32,857 )

中学校維持管理事業 80,862 / 48,911 ( 31,951 )

大阪府知事選挙及び大阪府議会議員選挙事業 30,284 / 0 ( 30,284 )

小学校維持管理事業 182,666 / 155,228 ( 27,438 )

国勢調査事業 0 / 27,676 ( ▲ 27,676 )

参議院議員通常選挙事業 0 / 30,447 ( ▲ 30,447 )

大阪・関西万博事業 754 / 31,895 ( ▲ 31,141 )

中学校給食事業 235,555 / 267,608 ( ▲ 32,053 )

定額減税事業 0 / 33,729 ( ▲ 33,729 )

戸籍事務事業 25,961 / 67,445 ( ▲ 41,484 )

予防接種事業 231,651 / 284,785 ( ▲ 53,134 )

電算処理事業 147,841 / 222,292 ( ▲ 74,451 )

産業振興対策事業 11,641 / 144,756 ( ▲ 133,115 )

情報環境整備事業 133,500 / 499,174 ( ▲ 365,674 )

道路維持補修事業 95,655 / 87,230 ( 8,425 )

市営住宅維持管理事業 748 / 18,299 ( ▲ 17,551 )

庁舎施設整備事業 0 / 27,775 ( ▲ 27,775 )

泉北環境整備施設組合負担金事業 649,793 / 529,170 ( 120,623 )

病院事業会計繰出金事業 1,314,090 / 1,207,460 ( 106,630 )

民間認定こども園等運営補助事業 237,850 / 154,215 ( 83,635 )

大阪・関西万博事業 0 / 28,247 ( ▲ 28,247 )

下水道事業会計繰出金事業 1,171,736 / 1,288,251 ( ▲ 116,515 )

定額減税事業 0 / 343,000 ( ▲ 343,000 )

地域環境基金積立事業 36,591 / 28,632 ( 7,959 )

財政調整基金積立事業 12,478 / 8,319 ( 4,159 )

８. 0 0 0 　　－

９. 611 601 10 1.7 つり銭貸付金 611 / 601 ( 10 )

後期高齢者医療特別会計繰出金事業 379,820 / 324,572 ( 55,248 )

介護保険事業特別会計繰出金事業 1,186,335 / 1,185,561 ( 774 )

後期高齢者医療事業 989,046 / 990,764 ( ▲ 1,718 )

土地取得事業特別会計繰出金事業 203,085 / 206,386 ( ▲ 3,301 )

国民健康保険事業特別会計繰出金事業 826,477 / 832,097 ( ▲ 5,620 )

小学校施設整備事業 1,643,333 / 1,252 ( 1,642,081 )

二田・寿市営住宅整備事業 575,989 / 91,039 ( 484,950 )

文化財保存事業 0 / 101,410 ( ▲ 101,410 )

庁舎施設整備事業 148,871 / 275,795 ( ▲ 126,924 )

市営住宅施設整備事業 5,780 / 497,154 ( ▲ 491,374 )

民間認定こども園等施設整備助成事業 0 / 675,032 ( ▲ 675,032 )

12. 35,000 35,000 0 　　－

39,411,226 37,825,866 1,585,360 4.2

予 備 費

歳 出 合 計

45,383 1.3

11. 投 資 的 経 費 3,269,731 2,661,390 608,341 22.9

3,539,380

投資及び出資金

貸 付 金

10. 繰 出 金 3,584,763

2.6

６. 補 助 費 等 4,612,695 4,810,186 ▲ 197,491 ▲ 4.1

７. 積 立 金 648,890 632,688 16,202

▲ 6.8

５. 維 持 補 修 費 185,010 223,431 ▲ 38,421 ▲ 17.2

▲ 407,586４. 物 件 費 5,604,916 6,012,502

6.4

２. 扶 助 費 12,682,828 11,854,169 828,659 7.0

公 債 費

う ち 地 方 債
元 利 償 還 金

2,551,998 2,398,434 153,564

▲ 178 ▲ 0.3特 別 職

会 計 年 度
任 用 職 員

1,472,806 1,369,228 103,578 7.6

増減の主な内容
  ８年度/７年度（増減額）

10.1

一 般 職

正 規 職 員
（再任用含む）

4,442,960 3,941,135 501,825 12.7

568,699

区 分
８年度当初

（Ａ）
７年度当初

（B）
増減額
(A)-(B)

義 務 的 経 費 小 計

１. 人 件 費 6,214,784 5,646,085

50,936 51,114
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７．主要事業の概要 

各事業名に示す「基本目標番号」は、下記の 

第５次泉大津市総合計画（令和７年度～16 年度）における７つの基本目標をさす。 

基本目標①  みんなが互いに繋がり、理解し、共感しあうことで新たな刺激が生まれるまち 

基本目標②  主体的に学び、生涯にわたって学びの環境を自由に選ぶことで成長し続けるまち 

基本目標③  みんなが生き生きと、心豊かに健やかに暮らせるまち 

基本目標④  安全・安心を一人ひとりが考え、みんなでつくりあげるまち 

基本目標⑤  みんなが住みよい環境が整っているまち 

基本目標⑥  地域資源を活かしたにぎわいが生まれ、再生、発展するまち 

基本目標⑦  新たな力を取り入れ、柔軟にアップグレードし続けるまち 

            第５次泉大津市総合計画 

         前期基本計画（令和７年度～11 年度） 
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７－Ⅰ【農・食・健康に関する事業】 

＜本市の農・食・健康に対する考え方＞  

～「安全・安心な食糧の安定的確保に関する構想」より抜粋～ 

                 

 食べ物は人間の生命を維持するために欠くことのできないものであり、健康で充実し

た生活の基礎として重要なものであるが、我が国の食料自給率は年々低下し、多くの食

料を世界各地から輸入している。また、農業従事者の減少や高齢化、農地の減少により、

農業の生産基盤は一層脆弱化している。加えて、紛争や異常気象、為替変動等により、

食料を安定的に確保することが危ぶまれることは否定できない。 

本市では、平時における安全・安心な食の提供と、不測の事態に対応しうる安定的な

食糧確保を目指しており、安定的に食糧を確保し保管できる仕組みを構築する。この際、

生産地と消費地を直接結び、生産者にとっては農業経営の安定化、市民にとって安全・

安心な食の提供を、本市にとっては安定的な食糧提供が可能となる仕組みの構築を目指

す。 

この趣旨のもと、「平時における安全・安心な食の提供」と「不測の事態に対応しう

る安定的な食糧確保」を目的として、令和５年３月に「安全・安心な食糧の安定的確

保に関する構想」を策定した。 

              

＜アクションプラン及びロードマップに沿った取組の推進＞ 

◇「自治体間農業連携」令和５年度～ 

本市と生産地の自治体が相互のリソースを活用し、本市にとっては安全・安心な食

糧の安定的な確保を、生産地にとっては生産者の所得安定や休耕地の活用等、それぞ

れの課題を補完し合う共存共生の関係性の創出を図る。令和７年１２月時点で、全国

１３自治体と協定を締結。 

◇「こども特派員」令和７年度～ 

自治体間農業連携の取組の一環として、全国各地の農業連携先自治体と連携し、食

や農業に対する理解を深める原体験機会の創出を図るため、農業連携先を親子で訪

問。 

◇「マタニティ応援プロジェクト」令和６年度～ 

妊娠期間を健康に過ごしてもらうため、出産予定月まで毎月１０㎏の栄養価の高い

金芽米を無料で送付。 

◇「オーガニック給食」令和４年度～ 

公立小・中学校及び就学前施設における給食において、児童生徒の健やかな体づく

りを食から支援するため、安全・安心で質・栄養価の高いオーガニック給食を提供。

また、令和４年度以降、1か月に約２回、「ときめき給食」として地産地消や季節等を

テーマとした献立を提供している。食材及び献立の充実及び物価高騰に伴う給食食材

費の値上がり等は、市の負担で実施し、給食費の増額等の保護者負担は求めていな

い。 

これらをはじめとして各種事業を総合的に進めることで、「医食同源」の理念をもっ

て健康増進に取り組み、市民の健康寿命の延伸に寄与するもの。

「安全安心な食糧の安定的確保に

関する構想」概要 

「安全安心な食糧の安定的確保に関

する構想」泉大津市ホームページ 
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＜令和８年度の取組＞ 

令和８年度に新たに実施する取組みについては以下のとおり。 

◆「コメがつなぐ自治体間農業連携首長協議会（コメサミット）」 

農業連携自治体間の連携の深化と全国共通の社会課題解決に向けた実践的なネット

ワーク形成を図るとともに、市独自のサプライチェーンを安定化させ、市民生活を支え

る社会インフラの構築を進めるもの。 

◆「コメ EXPO in 泉大津」 

市民には米や農産物を安価に購入できる機会を、生産者には農産物を販売する機会を、

農業連携先と共に実施し、双方の支援を行うもの。あわせて食に関する情報発信や体験

を通じて、食への理解を深める。 

◆「シニアいきいき給食会」 

高齢者を対象に、学校施設を活用し、給食の提供と介護予防講座を開催し、孤食の防

止と参加者同士の親睦を図る。 

◆「オーガニック給食・小学校給食無償化」 

令和４年度に開始した安全・安心で質・栄養価の高いオーガニック給食を、令和８年

度も実施する。 

また、令和８年度から、公立小学校給食食材費を対象に学校給食費の抜本的負担軽減

（いわゆる給食費無償化）として、国等から児童 1 人当たり 1 か月 5,200 円が財政措置

され、これを超える部分については保護者から徴収することも可能である。 

本市は、既に保護者負担給食費 3,700 円（低学年児童 1人当たり 1 か月）に加え、約

1,800 円以上（同上）を賄材料費として市が負担しているが、物価高騰に伴う食材費の

値上がり傾向にある８年度も、市の負担においては同様の取り組みとし、給食費完全無

償化でオーガニック給食となる。 

№ 新規 

拡充 

継続 

事 業 名 予算額（千円） 

【予算科目上の事業名】 担当課 

 第５次総合計画の基本目標 

１ 新規 コメサミット事業 2,034 

【元気な泉大津づくり政策研究事業】 成長戦略課 

 基本目標③ 

２ 新規 コメ EXPO in 泉大津事業 11,000 

【元気な泉大津づくり政策研究事業】 成長戦略課 

 基本目標③ 

３ 継続 こども特派員事業 4,838 

【こども特派員事業】 成長戦略課 

 基本目標③ 

４ 新規 シニアいきいき給食会事業 ― 

【高齢者介護予防事業】 高齢介護課 

 基本目標③ 

５ 新規 オーガニック給食事業 583,374 

【小学校給食事業】【中学校給食事業】 

【認定こども園運営事業】【保育所運営事業】 

教育政策課 

こども育成課 

 基本目標②・③ 
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７－Ⅱ【農・食・健康以外の事業】 

  

№ 新規 

拡充 

継続 

事 業 名 

予算額（千円） 

令和８年度予算で設定する 

債務負担行為 

【予算科目上の事業名】 担当課 

 第 5 次総合計画の基本目標 

事業概要 

６ 新規 フカキ夢・ひとづくりグローバル人材育成研修

事業 

5,814 

【フカキ夢・ひとづくり事業】 政策推進課 

 基本目標① 

国際的な視野を持ち、自分で考え、行動を起こせる人財を育成する

ため、市内在住の高校生・大学生等を対象に、海外での語学学習と、

現地の文化・歴史の体験学習や現地の人とのコミュニケーションを通

じて子どもたちの原体験となる機会を創出する海外派遣研修を実施す

る。 

７ 新規 国際交流事業 1,595 

【国際交流事業】 政策推進課 

 基本目標① 

外国人住民が増加する中、異なる価値観や慣習、文化の理解を促

し、日本人と外国人の双方にとって暮らしやすいまちを実現するた

め、市民がさまざまな国の文化に触れ・体験できるイベントを実施す

ることで、多文化共生を推進する。 

８ 新規 ＡＩチャットボットサービス導入事業 1,562 

【業務改革推進事業】 政策推進課 

 基本目標⑦ 

現在、市ホームページ上で、市役所に行かなくても申請可能な手続き

等を案内する「バーチャル市役所」を、ＡＩチャットボットに変更し、

利用者の利便性の向上を図る。 
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９ 新規 災害対策本部運営訓練事業 1,650 

【防災訓練事業】 危機管理課 

 基本目標④ 

 地域防災計画等をはじめとする災害関連計画を机上のものに終わら

せることなく、実行性のある計画とするため、災害時における司令塔と

なる「災害対策本部（本部長：市長、本部員：各部長）」の運営訓練を、

災害対応に関する専門的知見と豊富な実績を有する事業者へ委託して

実施する。 

 外部の専門的視点を取り入れることで、平時の組織運営では気づきに

くい課題や改善点を客観的に洗い出すとともに、実災害を想定した訓練

を通じて、指揮命令系統、情報の集約・共有、部局間の連携体制を検証

し、いざという時に組織として確実に機能する体制の構築をめざす。 

10 拡充 家屋評価総合支援業務事業 238 

【固定資産税賦課事務事業】 税務課 

 基本目標⑦ 

平時における固定資産税家屋評価のための家屋図作成と、災害時に

おける家屋被害認定調査の双方に活用可能なデジタルツールを、自治

体として初めて導入する。本ツールにより、屋内の３Ｄモデル化及び

現況図を迅速かつ正確に生成することが可能となり、固定資産税の現

地調査業務の効率化を図るとともに、災害発生時における対応力の強

化を推進する。 

11 拡充 民間認定こども園施設型給付費 211,265 

【子どものための教育・保育給付事業】 こども育成課 

 基本目標③ 

子ども・子育て支援新制度に基づき、市内民間就学前施設に対し保

育料だけでは賄えない運営費を、施設型給付費として市が直接園へ支

払うもの。 

市は、就学前教育・保育施設再編、認定こども園化を進めており、

柔軟で特色ある運営を行う民間認定こども園が、令和８年４月に開園

する。 

・「認定こども園ほーみぃ」（新設）：園設備の一部を公園利用者も利用可

能となり、都市公園東港公園内に新設。 

・「みらいずこども園」（定員の拡充）：次世代型福祉複合拠点として新

園舎を整備。地域交流カフェ、学童保育、フィットネスを併設。 
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12 拡充 観光促進コンテンツ制作事業 2,695 

【産業振興対策事業】 地域経済課 

 基本目標⑥ 

リーフレットやＨＰにて文字・静止画中心の訪日外国人向けの情報

提供について、在阪留学生等の外国人ホストと市民のナビゲーターに

より、英語・中国語・韓国語対応の観光紹介動画を制作する。回遊・

滞在につなげ、本市へ来訪する動機の形成につなげるもの。 

13 継続 穴師公園整備事業 102,722 

令和９年度 

53,366 

【公園施設整備事業】 都市づくり政策課 

 基本目標⑤ 

令和 7年度から実施している都市公園整備の 2年目。昨年度に引き

続き、市民プール跡地と公園出入口（令和７～８年度）及び舗装広場

の整備工事（令和８～９年度）を実施。 

14 継続 二田・寿市営住宅整備事業 580,678 

【二田・寿市営住宅整備事業】 建築住宅課 

 基本目標⑤ 

二田・寿市営住宅の建替え事業。令和８年度は寿市営住宅の一部解

体工事費及び二田市営住宅の建て替え工事を行う。 

15 新規 高機能指令センター及び 

消防救急デジタル無線整備事業 

15,026 

【通信設備管理事業】 消防本部 

 基本目標④ 

平成 19 年度導入の高機能消防指令システム、平成 26 年度整備の消

防救急デジタル無線設備の更新に伴う実施設計業務委託料。 

高機能消防指令システムは、通報者の発信地情報の取得等ができ、

119 番通報の受付から現場への出動指令、災害種別ごとの部隊編成など

が一括管理できる。 

また、消防救急デジタル無線設備は、クリアな音声と高いセキュリ

ティを備えた通信設備で、消防本部と消防車両及び隊員間での指揮命

令・情報伝達に使用する。 

これらの通信連絡機能向上により、各種消防業務において迅速化か

つ効率化を図る。 
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16 新規 高規格救急自動車及び 

化学消防ポンプ自動車整備事業 

43,962 

令和８～９年度     

93,366 

【消防施設整備事業】 消防本部 

 基本目標④ 

救急車は、常時２台、非常用１台の計３台の高規格救急自動車で運

用を行っており、うち 1台を更新し、近年増加する救急需要に対応し

ていく。 

また、化学消防ポンプ自動車については、令和８年度発注、令和９

年度納車のため、債務負担行為を設定する。 

17 新規 旭小学校及び条東小学校空調設備更新事業 

東陽中学校及び誠風中学校空調設備更新事業 

12,100 

19,665 

【小学校施設整備事業】【中学校施設整備事業】 教育政策課 

 基本目標② 

経年劣化及び猛暑日の増加並びに気温上昇が続く中で、安心して学

校生活を送ることができるよう、設計に着手するもの。 

18 新規 浜小学校長寿命化改良事業 56,258 

令和９年度 

82,483 

【小学校施設整備事業】 教育政策課 

 基本目標② 

 老朽化した校舎棟の長寿命化改良工事の設計に着手する。時代に即

した学習環境へと刷新し、市民との共創を目的とした地域交流ゾーン

の整備を行う。 
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19 新規 泉大津市文化財保存活用地域計画策定事業 6,299 

令和９年度     

 4,866 

【文化財保存事業】 生涯学習課 

 基本目標② 

文化財保護法に位置付けられた市町村における文化財の保存と活用

に関する総合的な法定計画。２か年で策定し、令和１０年度に文化庁

の認定申請を行う予定。計画策定により体系的な文化財保護をはじ

め、国の助成制度の活用が可能となり、府内では８自治体が既に国認

定済み、３自治体が現在策定中である。 

20 新規 弥生学習館指定管理事業 40,900 

【弥生学習館管理運営事業】 生涯学習課 

 基本目標② 

令和 8年 4月から大阪府立弥生文化博物館と同一の指定管理者によ

る一体的な管理運営を開始する。２館における、より一層効率的な運

営と共に、来館者の増加が期待できる。 

 



８．一般会計基金現在高（現金ベース）の状況（令和８年２月現在）

（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 末 令 和 ７ 年 度 末

現 在 高 見 込 額 現 在 高 見 込 額

1 泉 大 津 市 財 政 調 整 基 金 4,157,099 3,132,076

2 泉 大 津 市 減 債 基 金 605,489 479,774

3 泉 大 津 市 都 市 施 設 整 備 基 金 13,156 0

4 泉 大 津 市 福 祉 基 金 22,582 22,632

5 交 流 と ふ れ あ い の ま ち づ く り 基 金 257,373 257,373

6 深 喜 人 材 育 成 基 金 124,576 121,467

7 泉 大 津 市 公 園 墓 地 基 金 49,266 45,450

8 辻 川 穐 太 郎 や す ら ぎ 基 金 69,086 69,244

9 泉 大 津 市 が ん ば ろ う 基 金 46,067 45,599

10 佐 野 幸 子 基 金 10,829 9,060

11 泉 大 津 市 地 域 環 境 基 金 131,913 110,559

12 八 木 稔 す こ や か 基 金 31,740 21,555

13 泉 大 津 市 営 住 宅 整 備 基 金 360,388 361,319

14 テ ク ス ピ ア 大 阪 産 業 振 興 整 備 基 金 777,066 838,482

15 泉大津市安全・安心なまちづくり連携活動基金 65,963 67,499

16 泉 大 津 市 ふ る さ と 応 援 基 金 1,250,068 1,147,874

17 泉 大 津 市 公 共 施 設 整 備 基 金 556,828 560,233

18 泉 大 津 市 立 駐 車 場 整 備 基 金 21,029 30,502

19 泉 大 津 市 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 20,422 28,410

20 泉 大 津 市 シ ー パ ス パ ー ク 等 整 備 基 金 85 386

21 企 業 版 ふ る さ と 納 税 基 金 10,001 765

8,581,026 7,350,259

区　　　　分

基　金　残　高
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